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資 料

日本の高度人材の誘致政策とドイツの事例の紹介

京都先端科学大学　経済経営学部
カオ ティ キャン グェット

要 旨
人口減少による人手不足への解決策として、労働者の量的な確保のため、日本
は外国人労働者の受入れを行っている。それに加えて、日本政府は生産性、国
際競争力を向上するために、世界から高度人材の受入れを拡大する方針を示し、
「高度外国人材ポイント制」などの優遇制度を次々に導入した。例えば、2012

年 5月には「高度外国人材ポイント制」、2017年 4月の「日本版高度外国人材
グリーンカード」、2023年 4月に導入された「特別高度外国人材制度（J-Skip）」、
「未来創造人材制度（J-Find）」が挙げられる。「高度外国人材ポイント制」が導
入されてから 10年経過したが、日本を選んで高度人材の数はまだ少ない。なぜ、
外国人の高度人材が日本に来ていないのか、日本の高度人材の受入れ政策につ
いて概観し、高度人材誘致の現状と課題を述べ、先行事例のドイツを紹介した
上で、日本への示唆を述べたい。
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1．日本における高度人材の受入れ政策

外国人労働者の受け入れは日本にとって人口減少による人手不足を解消するために重要で
ある。しかし、外国人労働者の受け入れ政策について、日本経済の生産性、イノベーション
を加速する側面において優秀な高度人材の受入れは単純労働者の受け入れより優先されてい
る。ここで、高度人材を技術・専門知識を持つ、経済成長に貢献できる人材とし、日本の高
度人材 1の受入れ政策について紹介する。
日本はバブル期の活況経済による人手不足課題への解消と国際化の進展に対応するために、

1 本稿の「高度人材」は技術・専門知識を持つ、日本経済成長に貢献できる人材とする。分析するにあたって、「専
門的・技術的分野」の在留資格を有する人材を対象とする。これらの在留資格を取得するために、日本国内外の大
学卒、または日本の専門学校、または従事しようとする業務に 10年以上の実務経験、情報処理に関る技術を要す
る業務に従事しようとする場合、定める試験に合格し、または資格を有しることなどの条件を満たす必要がある。
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高度人材を受け入れ始めた。90年に出入国管理法を改正し、在留資格を「法律・会計事務」
「医療」「研究」「教育」「人文知識・国際業務」「企業内転勤」と明確に再編し、受入れ体制の
強化を図った。2000年代に入ると、IT産業の人材をはじめ、高度人材の獲得が先進国中で重
要な課題となった。そのため、外国人材の受入れ意義は、少子高齢化による労働不足を補う
観点から、国際競争力を向上する観点が強くなってきた。それを背景に、日本政府は世界か
ら高度人材の受入れを拡大する方針を示し、高度人材の優遇制度を次々に導入した。その中
に、最も代表的な制度は 2012年 5月に導入した「高度人材ポイント制」であった。「高度人
材ポイント制」は外国人材の活動内容を「学術研究」、「高度専門・技術」、「高度経営・管理」
と 3つのカテゴリーに分けて、それぞれの特性に応じて「学歴」、「職歴」、「年収」などの項
目ごとに点数を入れて、合計点数を計算する。合計点数が 70点以上であれば、申請者に在留
資格「高度専門職」を付与し、5年の在留期間、複合的な在留活動の許容、在留歴に係る永
住許可要件の緩和などの優遇装置を設ける。しかし、評価基準が厳しいという指摘を受け、
2013年 12月に認定要件を緩和した。また、2017年 4月に、認定要件及び優遇措置を更に見
直し、「日本版高度外国人材グリーンカード」を創設した。新たな優遇措置は高度人材ポイン
トを 70点以上、80点以上を取得した人材について、永住許可に要する在留期間をそれぞれ、
5年から 3年に変更したものと 1年にしたものである。これより、永住許可に要する在日期
間は世界最速級で大幅に短縮され、呼び込む効果が一段と上がると期待された。結果、高度
人材ポイント制が導入された認定件数が 2012年に 313件であったが、2022年に 38,014件に
昇り、10年間にかけて 12倍以上と堅調に増加している（図表 1）。
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（資料：出入国在留管理庁の資料から作成）
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2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

経営・管理 17 48 82 144 225 349 525 785 1,048 1,378 1,889

専門・技術 248 663 1,905 3,362 5,168 8,360 12,332 17,341 21,557 25,622 30,970

学術研究 48 134 466 841 1,276 1,863 2,529 3,221 3,801 4,451 5,155

合計 313 845 2,453 4,347 6,669 10,572 15,386 21,347 26,406 31,451 38,014
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図表 1：高度人材ポイント制の認定件数の推移
（資料：出入国在留管理庁の資料から作成）



日本の高度人材の誘致政策とドイツの事例の紹介 41

さらに、世界からのトップ層の優秀な人材を獲得するために、2023年 4月に「特別高度人
材制度（J-Skip）」と「未来創造人材制度（J-Find）」が創設された。「特別高度人材制度（J-Skip）」
は従来の多項目で計算するポイント制と異なって、学歴又は職歴と年収のみで評価する。評
価項目が要求水準を達成する申請者に在留資格「高度専門職」（特別高度人材）を付与する。
特別高度人材と認定された場合、その対象者は永住許可までに要する期間は 1年をはじめ、よ
り拡充した優遇措置が受けられる。「未来創造人材制度（J-Find）」は日本社会で大活躍を期
待できる若い人材を早期に呼び込み、日本で就職・起業してもらうことを狙って、100位以
内にランクインしている大学からの学位を取得した人材に在留資格「特定活動」（未来創造人
材）を付与し、最長 2年の在留を認める。
「高度人材ポイント制」と並行して、従来の技術・技能を持つ外国人の受入れ体制も強化し
てきた。2015年に、日本国内企業での事業の経営・管理活動を行う外国人を広く迎え入れる
ため、「投資・経営」の在留資格を「経営・管理」に変更し、外国資本との結び付き要件を緩
和した。また、専門的・技術的分野における外国人の受入れに関する企業等のニーズに柔軟
に対応するため、業務に必要な知識の区分（理系・文系）に基づく「技術」と「人文知識・
国際業務」の区分をなくし、包括的な在留資格「技術・人文知識・国際業務」へと一本化さ
れた。その結果、「専門的・技術的分野の在留資格」が 2008年において約 8.5万人であった
が、2022年には約 48万人まで堅調に増加していた。日本における外国人労働者全体に占め
る割合も 17%から 26%へと拡大された（厚生労働省 2023）。
現役の高度人材に加えて、将来の高度人材の予備軍である外国人留学生の受入れ体制につ
いても強化されてきた。留学生の呼びかけに関して、2008年の「留学生 30万人計画」2が注目
を浴びている。日本における就職支援においても、様々な取り組みが実施された。例えば、日
本経済団体連合会は『活力と魅力溢れる日本』を再生していく取り組みを公表した。その一
環として、2004年に「外国人受入れ問題に関する提言」で就労への橋渡しとなる在留資格の
新設などの方策を提案した。それを受けて、留学生が卒業後に日本国内で就職活動を円滑行
うために、在留期間を 1年まで延長することなどの措置が 2009年 4月から施行された。2007

年から 2012年にかけて、経済産業省と文部科学省と共同で「高度専門留学生育成事業」を実
施し、日本企業での就職率を 91%まで実現した。「日本再興戦略 2016」において、外国人留
学生の日本での就職率を現状の約 30%から 2020年までに 50%に向上させることを目標に掲
げた。さらに、2019年 5月に、日本国内外の大学を卒業した留学生が就職活動を行い、また
は日本の専門学校を終了した留学生が日本語能力を活かした業務に従事する場合は、在留資
格「特定活動」による最長 5年間入国・在留を認めることとした。各種統計から、日本国内
での就職難の課題は徐々に改善されてきたことがわかる。例えば、日本で就労を希望した留
学生の就職許可率が約 90%で、許可件数が 2010年の 7,831件から 2021年には 28,974まで毎
年増加している（出入国在留管理庁，2022）。大学等を終了した留学生に占める日本国内で就

2  2020年までに留学生 30万人を受け入れることを目指した計画。



42 The Faculty of Economics and Business Administration Journal, KUAS, Vol.7, March 2024

職できた外国人留学生の割合も 2010年の 25.2%から 2021年に 37.7%まで拡大している
（JASSO，2022）。
このように、日本政府は生産性、国際競争力を向上するために、世界から高度人材の受入
れを拡大する方針を示し、「高度外国人材ポイント制」などの優遇制度を導入し、積極的な努
力を見せている。しかし、2022年において、高度専門職（1号と 2号）の在留資格を持つ高
度外国人材は 1万 8,315人となり、専門的・技術的分野の在留資格をもつ外国人材（約 48万
人）においては約 4%を占め、外国人労働者全体（約 182,3万人）でみると約 1%に留まり、非
常に少ない。生産性、国際競争力を向上するのに、現状の高度外国人材の受入、つまり質の
確保には十分ではないと考えられる。次のセクションで、高度人材ポイント制の高度外国人
材に焦点を当てて、日本での就職における賃金水準のほか、昇進機会と定住化に関する要因
を考察ながら高度人材の不十分の確保の原因と求められる政策のヒントを探ってみる。

2．日本の高度外国人材の不十分の確保の原因 3

高度外国人材はどのような基準で行き先を選択するかについて、多くの研究からわかった
ことは、次の 3つの要因が挙げられる。それらは、（1）賃金水準、（2）昇進、（3）定住化（長
期滞在の条件、帰化の条件）に関する要因である。それらの基準で高度外国人材が満足する
と感じない限りその国を選ばないと考えられる。外国人高度外国人材が日本を敬遠する要因
を検証する為に、上記の 3つの要因に沿って考える。
まず、賃金水準について考える。厚生労働省によると、1990年代後半以降、日本における

賃金の水準が減少、または横ばいで推移し、他の G7各国と比較すると最低の水準になって
いる（厚生労働省，2023）。近年加速している円安とインフレーションは実質賃金をさらに押
し下げているので、欧米からの高度外国人材は日本においては就職魅力を感じないだろう。ま
た、高度外国人材に上位 3位にランクインしているのは中国人（約 64%を占める）、インド
人（約 5.7%占める）、韓国人（約 4.4%）であるが、これらの高度人材は母国の労働環境の改
善、賃金水準の上昇が進んでいることから、近い将来日本から出て行ってしまう可能性が十
分にあると思われる。
つぎに、「昇進」について考察すると、高度外国人材にとって「昇進」についても魅力では
ないことは明らかである。例えば、労働政策研究研修機構の 2013年の「企業における高度外
国人材の受入れと活用に関する調査」によると、「役職なし」の外国人材の割合が 68.3%、「部
課長クラス以上」の高度外国人材の割合がわずか 10.5%であった。これは外国人高度外国人
材が日本で昇進しにくい事実を語っている。経済産業省の 2016年版の通商白書では「遅い昇
進」や「評価システムの不透明さ」といった項目で、日本での労働を魅力的と考えたのは
21.1%しかないというアンケート結果がある。厚生労働省が 2018年に行った「高度人材への

3 この項は『日本経済の再浮揚戦略』文眞堂（2024年 4月上旬刊行予定）の第 12章（共同執筆）の内容と部分的に
重複する。
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アンケート調査」の結果にも、高度外国人材の活用・定着における最大な課題が「キャリア
アップできる環境になっていない」とのことであり、その課題の最も大きな理由として「能
力・業績に応じた昇進になっていない」が挙げられた。海外からの高度人材が日本型の固有
雇用システム、特に年功序列（労働者の役職や賃金が勤続年数、年齢などで決定される）に
対応することが難しく、良い成果を出しても昇進できないことを不満に思い、日本離れを決
める高度人材も少なくはない（経済産業省，2016；守屋，2018；Muranaka, 2022）。
最後に、日本での定住化について考える。長期滞在を希望する高度外国人材は、制度上で
は「高度専門職」1号の資格を取得し、そこから「高度専門職」2号に変更できれば、「無期
限」で就職できる。ただし、「高度専門職」2号に変更するのに、彼らは原則 3年間以上「高
度専門職」の資格で就職する条件を満たさないといけない。そのほか、年収、年齢、職歴の
条件も厳しいと指摘され、高度外国人材 1号から 2号への認定件数が少ない現状の原因にな
ると思われる。しかも、「無期限」日本で就職できるようになっても、仕事の面では長労働時
間が一般的、プライベート面では高度外国人材の世帯年収が 800万円以上 4でないと親との帯
同が認められないなどのことから、安心的な長期労働が難しいと思われる。このように、制
度上において、高度人材に対する特別な優遇措置が設置されてはいるが、利用しにくいとし
ばしば指摘され、手続き改善と条件の緩和の要求が高まっている。
さらに、日本で定住化するのに、高度外国人材には言語バリアーを乗り越える力と日本文
化への適応力が求められる。日本の特殊な言語と文化に対して、日本での滞在経験がない高
度外国人材は日本語をマスターするのに、かなりの時間を要する。高度外国人材のための日
本語、日本文化に関する講習等の開催は各企業、または自治体の意思によるため、すべての高
度外国人材がその講習を受けられるわけではない。それに加えて、日本企業の多くは高度人
材の受入れ後、高いレベルの日本語力、日本的な働き方を求めるが、その学習に関する支援
と生活支援を十分に展開できていない。せっかく日本で就職することを鑑みても、日本での
定住化が難しいことが原因となり、高度人材が日本離れに至るケースがあるのは残念である。
以上のように、高度人材の受入れ政策は国内の留学生から世界トップ層の優秀な人材まで、
幅広く展開され、高度人材に対して、在留期間の延長、永住申請要件が緩和されつつあるが、
移民政策としてはいまだに扱われていないため、政策は事実を反映していないという点でし
ばしば指摘されている。長期的な受入れ政策による利益を得るためには、受入れ後の日本で
の生活に順応するための支援も必要であるが、当面考慮されないように見える。即ち、移民
政策として扱わない、受入れ後の支援を行わないという点は改善すべきだと考えられる。次
のセクションで、日本と同様の非英語圏であるが、移民政策に成功したドイツの事例を紹介
した上で、日本が参考すべき政策を述べたい。

4 法務省によると、高度外国人材の世帯年収（高度外国人材本人とその配偶者の年収を合算したもの）が 800万円以
上であること。https://www.moj.go.jp/isa/publications/materials/newimmiact_3_preferential_index.html
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3．ドイツの高度人材の受入れ戦略について

ドイツは第二次世界戦後の復興に向けて、60年代から外国人労働者の受け入れを始めた。
当初は単純労働者を対象とし、就労契約が終了すると帰国させるというガストアルバイター
制度を採用した。その後、1989年の「ベルリンの壁」が崩壊したことにより、東ドイツから
の移住者が多数流入したこともあり、「ドイツは移民国家ではない」という方針の下、90年
代後半以降は外国人労働者の受け入れを制限する政策に転じた。
しかし、2000年に国籍法が改正され、ドイツ国内で生まれた外国の子供に対してもドイツ
国籍が付与される、ドイツ国民の定義は「血統主義」から「出生地主義」に変わった。労働
者の受入れにおいてもより開放的な政策が実施された。例えば、EUに新規加盟した中東欧
諸国からの移住者に加えて、EU域外 5からの外国人労働者も受け入れるようになった。特に、
EU域外からの IT技術者、またはドイツで就職を予定する IT専攻の留学生に、最長 5年の
滞在と就労を認める滞在許可を付与するという待遇が設けられた。2005年に新移民法とも呼
ばれる「滞在法」が制定され、滞在許可と就労許可の手続きの統一化、社会統合政策の促進
等が規定された。滞在法に規定された社会統合政策は、外国人労働者にドイツ語、ドイツ文
化、ドイツ法律等を学習する機会を提供する統合講習を実施するようにした。これにより、ド
イツの受入政策が「移民国ではない」の立場から移民を積極的に受入れる立場へと転換された。

2008年の世界金融危機後、深刻化になった人手不足問題を解決する策として、同国は 2012

年 8月に「ブルーカード」制度を導入し、高度人材の受入れをさらに拡大した。「ブルーカー
ド」制度は就職先があり、かつ特定の年収以上であれば、初回滞在許可が最長 4年まで認め
る。ブルーカードで 33か月以上就業した人材は永住許可証を得られる。ただし、MINT分野
（数学、情報科学、自然科学、工業技術）や医療、介護の専門人材、そして B1級のドイツ語
能力を持っている人材については、年収の要件が緩和される。
さらに、2020年 3月に「専門人材移民法」が施行され、EU域外の専門人材の受入れ枠が

大学卒から 2年以上の訓練終了資格を保有する専門人材まで拡大された。それに加えて、ド
イツの大学、または認定訓練の修了者は公認資格と雇用契約がある場合、優先権審査 6は不要
となる。ただし、IT分野の高度な経験の専門人材には公認資格の保有は不問となる。また、
就職先が決まっていなくてもドイツに入国して 6カ月間求職活動ができる措置も設けられて
いる。直近では、2023年 3月に、専門人材移民法の改正法案が決定され、人材不足が深刻な
分野での受入れ要件がさらに緩和され、ドイツがより魅力的な受入れ先になると見込まれる。
以上のように、ドイツの外国人労働者の受入れ政策は、その都度、状況に応じて実施され
ているが、2000年以降は移民国ではない国から移民大国に転換する道を歩んでいる。連邦統

5 EU域外とは欧州経済領域（EU加盟国、ノルウェー、アイルランド、リヒテンシュタイン）およびスイス以外の第
三国である。

6 ドイツにおいて、滞在期間を定める在留資格を得るためには、連邦雇用エージェンシーによる優先権審査（申請者
が労働市場に不利益を及ぼさないことかつ EU加盟国の市民で求人を満たせないことを審査）と比較性審査（ドイ
ツ人労働者と同じ条件で雇用されることを確認）および同意を得なければならない。
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計局によると、EU以外の労働者数の推移は 2007年に 76万 8千人から、2022年には 351万
4千人と、安定的な増加傾向にある。2022年末には、移民歴のある人は 2,020万人に昇り、ド
イツ総人口の 24.3%を占めている。総人口に約 6%を占めた移民ルーツのある人も加算すると、
広義な移民は総人口の約 3割であった。かつて、ドイツは移民には後ろ向きだったが、現在
EU諸国の中でも最も移民を受入れている国になった。今後、少子高齢化の深刻化やデジタ
ル化の加速に対応するのに、外国人専門人材の受入れは依然として増加すると見込まれる。

4．日本への示唆

日本とドイツの外国人受け入れ政策には共通な点がいくつあげられる。例えば、長期にわ
たって、帰国を前提とした受入れ制度を採用したことや、2000年代以降の高度人材に対する
優遇措置を設けたことである。しかし、両国の政策に、移民として受入れる方針で実施する
か、しないかは根本的な違いがある。歴史的な背景の違いもあるが、日本がドイツから参考
にすべき政策を述べてみたい。
まず、ドイツの明確な移民政策を採用することについて考えよう。ドイツは外国人労働者
を、ドイツ国民の一部分であり経済成長に大きく貢献できる人材とし、その認識をはっきり
見せている。その方針のもと、受入れる段階からドイツでの生活環境や、社会福祉、帰化機
会まで外国人材に対する宣伝活動に注力している。また、受入れ後の対策として、統合政策
を実施することで、ドイツ語、ドイツ文化、法律等を学習することを義務化している。この
ように、ドイツで生活している人材だれもが権利と義務を持ち、合法的にかつ永続的に、社
会に平等に参加できると考えられる。日本は日本語の勉強、文化、生活案内などは自治体と
受入団体に任せているにすぎないため、日本のことをわからないまま就職する外国人が少な
くない。ドイツと同じように、社会統合の講習が実現できると、日本人と外国人との距離を
縮めることが期待できると思われる。
つぎに、ドイツのポテンシャルのある人材制度について考える。日本は、高度外国人材の
対象者は大卒以上の学歴や専門的・技術的知識・経験を有する者に限定するが、ドイツは 2

年以上の職業訓練資格保有者も受入れている。受入れ条件を引き下げるが、労働者の質を保
証するために、職業訓練、言語教育、講習など、ドイツ国内でしっかり教育する点は参考す
べきである。
最後に、ドイツでは、ここまで移民大国に変換できたのは国民による理解と協力が不可欠
であろう。ドイツのトップリーダーがしばしば国内の労働状況を説明し、高度人材の受入れ
の重要性を強調している。例えば、2014年の内務大臣が「ドイツの住民の 5分の 1の人々は
移民の背景を持っており、かれらの 2分の 1の人々はドイツ国籍を持っている。これらの数
字はドイツは移民国となったことを示している。ドイツは住むのに魅力的な国だとみなされ
ているのである。技能労働者、高技能労働者を必要としている我々にとっては、すばらしい
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ニュースではないか」と発言した 7。また、2021年連邦雇用エージェンシーの長官が年間約 40

万人の移民労働者が必要になると述べ、さらなる受入れの促進を強調した。日本は国民に移
民を受け入れることに納得してもらうのに、時間がかかると思われるが、それまでに、移民
の受け入れるメリットとデメリットを説明し、移民の成功事例を広く紹介することが効率的
であると考えられる。
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